
小水力発電計画についてのご提案

地球温暖化防止のため 2050 年までのカーボンニュートラ

ル、脱炭素社会の実現に向けて、2030 年までの今後 10 年

間で地域の再生可能エネルギー倍増に向けた取組がスター

トしました。既に 2050 年二酸化炭素実質ゼロに取り組むこ

とを表明した地方公共団体（ゼロカーボンシティーの表明）

は 464 団体、日本の総人口の 87.8％に上っています※。 

ダムや溜池、河川などから取水される用水等は、発電に利

用されていない位置エネルギーを有しています。これを利

用する小水力発電は低コストで導入可能であるため近年大

きな期待が寄せられています。 

※環境省 2021.9.30 発表「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ表明

自治体」より

【CO2削減に向けた政府の取組例】 

 内閣官房 HP「地域脱炭素ロードマップ」

 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法

小水力発電について 水道施設への小水力発電の 
導入ポテンシャル調査

昼夜、年間を通した安定した発電量 

CO2を排出しないクリーンエネルギー 

低いランニングコスト 

政府・各自治体による支援制度 

建設可能地域が限定 

水利権の制約 

高いイニシャルコスト 

申請書類の複雑化 

メリット デメリット 

図 小水力発電の概要 
出典：秋田県農業水利用施設用小水力等発電推進協議会 HP 

水の流れ落ちるエネルギーで水車を回して

発電する水力発電 

10,000kW 以下の発電設備の中で 1,000kW

以下は新エネ法の対象 

水道施設への導入に向けた取組

図 発電出力別施設数（ブロック別） 
出典：厚生労働省 HP 

厚生労働省と環境省による全国 563 カ所

の調査の結果、発電出力の総量は約

19,000kW、発電出力が 20kW 以上の地点

は全国で 274 地点（平成 28 年 9 月発表） 

図 水道施設における小水力発電の普及・拡大に向けた取組 
出典：厚生労働省 HP 



＜ご提案＞流量、圧力のご提示をいただければ当社にて簡

易検討を行います。 

小水力発電の導入に向けたステップ 諸手続き及び各種制度
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●再生可能エネルギーの「固定価格買取制度」による売電 

再生可能エネルギーより発電された電力の全量を対象とし

て買取価格（買取開始時の価格で固定）による収入を得る。 

【小水力発電：20 年間の調達期間】 

価格：34.0円/kWh（2021年度 200kW 未満）

発電電力活用の方法についての検討

① 発電可能地点のリストアップ・条件の調査

② 1 年以上の流況（流量・時間変動）整理

③ 有効落差の整理・算出

④ 発電箇所の絞り込み・水車形式の見極め

⑤ 発電目標電力・電力量の算定

⑥ 水車・発電機メーカーからのヒアリング

⑦ 経済性の見極め・法規確認・補助制度検討

⑧ 発注方式の検討（仕様発注、DBO、場所貸し等）

●場内利用による買電電力の削減

場内の配電設備に接続し、場内で電力を利用することで、

買電電力量の削減分の電力料金削減分が経済効果となる。 

価格：16.24 円/kWh（令和 2 年度東京電力高圧 A 契約） 

発電電力活用の方法についての検討例

図 上下水道システムにおける省 CO2化推進事業 
出典：環境省 HP 

●手続き

 水利の登録・許可申請の確認

 電気事業法に基づく小水力発電計画の諸手続き

 電力会社との系統連系手続き

●固定価格買取制度

 再生可能エネルギーより発電された電力の全量を対象として

買取価格（買取開始時の価格で固定）による収入を得ること

ができる

●助成制度

 水力発電の導入加速化補助金（経済産業省）

 小水力等再生可能エネルギー導入の推進（農林水産省）

 社会資本整備総合交付金

（グリーンインフラ活用型都市構築支援事業）（国土交通省）

Step1（導入可能性調査）

① 基本設計・詳細設計・電力会社等との協議

② 発注仕様・図面または要求水準書等の作成など

Step2（基本設計・実施設計）（発注者支援）

図 固定価格買取制度の仕組み 
出典：経済産業省 HP 


